
○地方交付税　13億3307万円

○国庫支出金　13億4362万円
11.3％（対前年度 163.4％）

自主財源：上峰町が自らの権限で確保（徴収）したことによって得られる財源
依存財源：国や県から決められた額を交付されることによって得られた財源及び割り当てられること等により得られた財源で上峰町の裁量が制限されている財源
※四捨五入により合計と各数値の計が一致しない場合があります。

○県支出金　13億4771万円
11.4％（対前年度 262.4％）

○町債　1億239万円
0.9％（対前年度 66.3％）

○寄附金　19億1358万円
16.1％（対前年度 25.4％）

○繰入金　33億412万円
27.9％（対前年度 51.2％）

物価高騰重点支援地方創生
臨時交付金の増

普通交付税の増

デジタル田園都市国家構想交付金の増

ふるさと納税寄附金の減

ふるさと寄附金基金繰入金の減

個人町民税及び法人町民税の減

公共施設等適正管理推進事業債の減

○その他　3億7888万円

地方特例交付金の増 ○町税　14億657万円
11.9％（対前年度 98.0％）

3.2％（対前年度 121.8％）

○その他　2億9292万円

中心市街地解体工事等貸付金
元利収入の減

2.4％（対前年度 37.9％） ○繰越金　4億3361万円

前年度繰越金の減
3.7％（対前年度 88.1％）

11.2％（対前年度 100.6％） 歳 入 １１８億５６４７万円
対前年度５９．８％

依存財源
38.0％

自主財源
62.0％

○普通建設事業費　3億6199万円

町道道路改良工事等の減

災害復旧工事費の増

○災害復旧費　2361万円

歳 出 １１０億５０３４万円
対前年度５７．０％

義 務 的 経 費：人件費・扶助費・公債費など町が支出にあたり義務を負っている性格の強い経費
投 資 的 経 費：工事請負費や公有財産購入費など資本形成に向けられる経費
その他の経費：物件費・維持補修費や特別会計繰出金・積立金など
※四捨五入により合計と各数値の計が一致しない場合があります。

○補助費等　39億5355万円
35.8％（対前年度 83.1％）

○人件費　8億3556万円
7.6％（対前年度 108.7％）

○公債費　2億6525万円

○扶助費　7億8691万円

ふるさと納税謝礼の減

○積立金　15億4456万円
14.0％（対前年度 28.0％）
ふるさと寄附金基金積立金の減

○物件費　21億2351万円
19.2％（対前年度 72.8％）
ふるさと納税業務委託料等の減

○維持補修費　2722万円
0.2％（対前年度 104.4％）
各施設維持補修費の増

○繰出金　3億9664万円
3.6％（対前年度 64.3％）
農業集落排水特別会計繰出金の減

○投資及び出資金貸付金
　7億3154万円
6.6％（対前年度 25.0％）
つばきまちづくりプロジェクト
CGFの減

人件費の増

令和6年度償還元金　2億5737万円
償還利子 　　　788万円

特定教育・保育施設型給付費等の減
（扶助費⇒補助費に科目変更のため）

7.1％（対前年度 67.0％）

2.4％（対前年度 87.5％）

3.3％（対前年度 93.6％）

0.2％（対前年度 201.1％）

投資的経費
3.5％

義務的経費
17.1％

その他の経費
79.4％

上峰町の
財政事情

令和６年度決算および財政健全化判断比率について
　町では、町民の皆さんに町政運営の状況をご理解いただくため、
毎年２回財政状況の公表をしています。
　今回は、令和６年度歳入・歳出決算の状況および財政健全化
判断比率についてお知らせします。

■一般会計の決算状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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■特別会計等の決算状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

■財政健全化判断比率の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

　特別会計とは、特定の事業を行う場合、特定の収入を持って特定の支出に充て、一般会計から分離して別に
経理を行う会計で、令和６年度末現在で３会計あります。
　下水道事業会計については、令和６年度より地方公営企業法の適用を受け、公営企業会計として一般会計等
と区別して経理することとなりました。

会計名
令和６年度決算額

下水道事業会計
令和６年度決算額

歳入 歳出 収入 支出

国民健康保険特別会計 10億4297万円 10億745万円 収益的収支 4億5199万円 4億3974万円

後期高齢者医療特別会計 1億5597万円 1億5331万円 資本的収支 2億6813万円 3億8772万円

土地取得特別会計 179万円 0万円 ◎下水道事業会計についての補足説明
　�資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方消
費税資本的収支調整額、引継金および当年度損益勘定留保資金で補てんした。

区　分
上峰町 早期健全化基準

（黄信号）
財政再生基準
（赤信号）令和６年度 令和５年度

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 －
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし  15.0% 20.0%

連結赤字比率 －
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし  20.0% 40.0%

実質公債費比率 6.1% 7.5%  25.0% 35.0%

将来負担比率 － － 350.0% －

資金不足比率 －
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

経営健全化基準
 20.0％

1.4%減

実質公債費比率とは一般会計の公債費（借入金の返済額）
に特別会計の公債費に充てるための繰出金などを加えた
実質的な公債費が標準財政規模※①に占める割合

将来負担比率とは一般会計等の実質的な将来負担額（一
般会計等の借入金残高、特別会計の借入金残高のうち一
般会計負担の見込み、土地開発公社などの関係団体への
一般会計負担見込みなど）が標準財政規模に占める割合

　従来の財政指標は、単年度における主会計（一般会計）の収支状況に主眼が置かれていましたが、自治体全
体の財政状況が健全な状態であるかどうかを判断するための次の４つの指標「健全化判断比率」が定められ、
平成19年度決算から全国の自治体で公表しています。また、公営企業においても「経営健全化判断基準」が定
められ、同様に公表しています。

　これまでの指標では、信号に例えると赤信号と青信号しかな
かったため、気付いた時には財政破綻ということもありました。
しかし、この指標では、新たに黄信号を作り、早めに財政状況
を改善することで、破綻を未然に防ぐことを目的としています。

上峰町の数値は良好に改善し
より健全性が増しています！

※① 標準財政規模とは地方公共団体の標準的な一般財源を示すもので、当町では30億5843万円（令和６年度）となっています。
※② 起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられるものであり、この比率が18％以上の団体は起債にあたり許可が必要になります。
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